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Abstract 
This study examines the structural limitations of Japan’s point-based economic 
systems by integrating loyalty theory and cognitive load theory. Drawing on Oliver’s 
four-stage loyalty model, the paper argues that point programs primarily generate 
behavioral loyalty through external incentives, while failing to cultivate affective or 
conative loyalty. As point schemes become increasingly complex, the cognitive burden 
on consumers rises, weakening initial value recognition and accelerating system 
fatigue. Furthermore, the dual structure of nominal and real prices imposes costs on 
both firms and consumers, and the institutional rigidity of point programs makes 
strategic adjustments difficult. These factors interact to create a negative incentive 
spiral in which firms are compelled to strengthen rewards despite diminishing returns. 
The study highlights how these intertwined mechanisms constrain the long-term 
sustainability of point-based systems and offers a theoretical foundation for rethinking 
their design. 
 
１．はじめに 
 近年、日本のキャッシュレス化の進展とともに、ポイントを中核とした各種プラットフォ

ームが経済圏としての構造を形成しつつある。これらのポイント制度は、企業がユーザーの

参加率や利用強度を高めるために設計する利用者向け誘因（user-side incentive 
mechanism）として位置づけられる。特に、ポイント付与は名目価格（支払時点で表示され

る価格）を変更することなく、ユーザーが最終的に負担する実質価格（名目価格からポイン
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ト還元分を差し引いた支払額）を低下させる機能を持つ。この構造は、名目価格に依拠した

市場競争を維持しつつ、還元を通じて実質価格を調整するという二層の価格メカニズムが、

プラットフォーム競争に組み込まれている点に特徴がある。すなわち、売価を変更せずに割

引効果を実現できるため、小売業にとっては有効な競争戦略上のツールとなっている。 
しかしながら、ポイントの発行高は年 4%増 2と成熟の兆しを見せており、その拡大には

減速が観察され始めている。その背景には、市場飽和や競合の増加といった一般的要因に加

え、制度そのものが内包する構造的限界が存在すると考えられる。 
ポイント付与は実質価格を引き下げる誘因として一定の効果を持つものの、発行時点で

将来の値引き義務としての契約負債を企業に課すという会計処理が求められる。また、ユー

ザーが複数の経済圏を同時に利用する状況では、企業が実質価格調整を通じて提供するポ

イント特典が、競争環境の中で希薄化し、囲い込み効果が低減する可能性がある。名目価格

が変わらないまま実質価格の調整競争が続く時、企業は、誘因強化に伴う費用負担の増加と

誘因効果の低下という逆転現象に直面することになる。 
他方、ユーザー側では制度疲労が顕在化している。複数のポイント制度が併存する環境で

は、還元率、条件、失効規則などの制度的要素が複雑化し、ユーザーに高い認知コストを求

める。さらに、制度改定やポイント失効の経験が蓄積すると、制度の予見可能性や信頼性が

損なわれ、実質価格の調整役として意図された誘因に対するユーザーの反応は鈍化する。即

時割引など名目価格に直接作用する施策が選好されやすくなる傾向は、ポイント制度の遅

延的 3な価格調整としての性格が、必ずしもユーザー行動と整合的ではなくなっていること

を示唆する。また、家電量販店などでは、メーカー側の価格支配力の強い商品には低額ポイ

ントやポイントが付与されないケースも出てきている。このような制度疲労は、実質価格の

調整効果を弱体化させ、誘因設計の効率性を低下させる可能性も生むであろう。 
こうした制度疲労や複雑化の問題は、既存研究でも指摘されている。翁（2019）は、ポイ

ント還元やキャンペーン条件の多層化が進むことで、消費者が名目上の還元率に依存した

意思決定へと誘導され、本来の価格や価値に基づく合理的判断が阻害される可能性を示し

ている。この議論は、ポイント制度が名目価値を強調する一方で、実質価値の把握を困難に

し、ユーザーの認知負荷を増大させる構造的問題を早期に捉えたものといえる。 
さらに同研究は、企業がポイント制度を通じてスイッチングコストを高め、自社サービス

への囲い込み（ロックイン）を強化する動きを分析し、将来的には複数の企業グループが独

自のポイント経済圏を形成し、経済圏間の競争が激化する可能性を示唆していた。その後の

市場動向はこの予見と整合的であり、現在では楽天、NTT ドコモ、ソフトバンク・PayPay
など、複数の企業グループが独自のポイント制度を核に経済圏を形成し、囲い込み競争を展

 
2 NRI「国内におけるポイント・マイレージの年間最少発行額の実績値（推計）と予測値」を参考。なお

[図 1]においては 2023 年度までは推定値、2024 年度以降は予測値を表示。 
3 本稿での遅延とは、割引が購入もしくはサービス利用時に機能するのではなく、次回の利用時に、前回

の割引分が機能する状態をさす。 
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開している。 
また、李・小幡（2023）は、ポイント制度の利用者を均質な集団として扱うのではなく、

制度の複雑性に対する態度や関与度の違いに着目した分析を行っている。同研究では、日本

におけるポイントプログラムの「非自発利用者」に焦点を当て、制度の複雑さや手続き的負

担が利用行動を制約し、還元最大化行動を取らない層が一定数存在することを明らかにし

た。この知見は、制度疲労が特定の利用者層により強く現れる可能性を示しており、複数の

経済圏が併存する現状では、制度の複雑化が非自発利用者を制度の恩恵から取り残すリス

クを高めることを示唆している。 
以上より、ポイント経済圏における企業のコスト負担の増加とユーザー体験（User 

Experience、以下「UX と呼ぶ。」）設計の複雑化が、ユーザー離脱や制度疲労を生じさせて

いるとの仮説を立て、以下で考察を進める。 
本研究の目的は、企業側の限界とユーザー側の限界、すなわち費用構造と制度疲労という

二側面から、ポイント経済圏が抱える構造的限界を理論的に検討する点にある。特に、名目

価格を維持しつつ実質価格を調整する誘因設計のメカニズムが、企業コストの制度的硬直

性とユーザーの制度疲労にどのように影響するかを体系的に分析する。また、誘因強化によ

る企業の費用増大、誘因効果の希薄化、制度疲労による顧客反応の低下にも着目する。 
本研究の意義は、ポイント経済圏の成長鈍化を外部性の飽和として単純に捉えるのではな

く、名目価格と実質価格の二層構造が企業とユーザーの双方に負荷をもたらし、その相互作

用が制度の持続可能性を制約するという視点を提示する点にある。 
本研究の新規性は、ポイント制度を名目価値と実質価値の二層構造として捉え、その乖離

が企業とユーザー双方の負荷を累積させ、制度疲労を生み出すメカニズムを理論的に提示

した点にある。既存研究が個別の効果や課題を断片的に扱ってきたのに対し、本研究では、

以下でその背後にある構造的要因を統合的に説明する枠組みの提供を行うこととする。 

なお、本研究では、ユーザーが複数のポイント経済圏を同時に利用する行動を「複数経済

圏の同時利用」と定義する。これは単一経済圏への囲い込み効果を弱め、ネットワーク外部

性を希釈する主要な行動と位置づけられる。 
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野村総合研究所「ニュースリリース 2024/12/6」より筆者作成 

[図１] 国内におけるポイント・マイレージの年間最少発行額の実績値（推計）と予測値 
 
 
２．ポイント経済圏の背景 
2-1 ポイント経済圏の定義と特徴  

 ポイント経済圏とは、企業が提供する複数のサービスを統合し、共通のポイントを軸に顧

客ロイヤルティを強化する仕組みである。従来のロイヤルティプログラムが単一サービス

の利用頻度向上を目的としていたのに対し、近年では決済、EC、金融、通信など異なる領域

を横断する「エコシステム 4型ロイヤルティ」が主流となっている。このモデルは、顧客の

生活全般にサービスを浸透させることでスイッチングコストを高め、長期的な囲い込みを

図るものである。 

ポイント経済圏を形成する支配的企業は、自社の本業を補完する多角化戦略の一環とし

て決済事業を展開しており、この事業をハブとして自社が発行するポイントを中心に据え

ることで、ユーザーに対して自社グループ内でのワンストップ化を志向している。 

日本市場におけるポイント経済圏の特徴は、多層的な条件の設定にある。例えば楽天のポ

イントプログラムでは、楽天カード、楽天銀行、楽天証券、楽天モバイルなど複数サービス

を併用することで還元率が上昇する。同様に、PayPay の「PayPayポイント」やドコモの「d

ポイントクラブ」も、複数サービスの利用を前提とした条件を設定している。この構造は、

企業にとってクロスセルを促進する有効な手段である一方で、ユーザーにとっては、条件の

 
4 ここでのエコシステムとは、参加企業や団体の相互依存度が高く、互いに WinWin の関係が構築でき

ている状態を指す。 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

発行高：億円 10,502 10,399 10,834 12,342 12,887 13,827 14,536 15,185 15,748 16,259
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複雑化による認知負荷を増大させる要因ともなるであろう。 

 

2-2 理論的背景 
 ロイヤルティ・マーケティングとは、顧客の継続的利用を促すために、ポイントや割引な

どの外的報酬を提供する戦略である。日本では特に、企業が発行するポイント制度を通じて

ユーザーの囲い込みを図る傾向が強く、これが「ポイント経済圏」の形成を後押ししてきた

といえよう。この構造は、ネットワーク経済の理論とも親和性が高く、ユーザー数の増加が

サービス価値を高めるネットワーク効果によって、経済圏の拡大が加速してきた。 
しかし、こうした囲い込み型の戦略は、短期的な誘因（ポイント増額キャンペーンなど）

に依存しやすく、ユーザーのロイヤルティがポイント獲得目的に偏ることで、ブランドへの

本質的なロイヤルティが希薄化する傾向がある。また、複数の経済圏が並立することで制度

が複雑化し、ユーザーの混乱や制度疲弊を招く要因ともなっている。したがって、ロイヤル

ティ・マーケティングとネットワーク経済の融合は一定の成果を上げつつも、持続可能性や

公共性の観点から再考が求められる段階にあると考えられるのである。 
 

2-2-1 Oliver のロイヤルティモデルとポイント経済圏の限界 
ポイント制度は、還元や特典といった外発的インセンティブを通じて「行動ロイヤルティ」

を人工的に誘発するが、Oliver（1988） のロイヤルティモデルが示すような「感情ロイヤ

ルティ」や「意欲ロイヤルティ」の形成には寄与しにくい。特に、意欲ロイヤルティが意味

する「行動に向かう強い志向性」は、ブランドへの信頼や価値共感といった内発的要因に支

えられるため、外発的報酬だけでは十分に育成されない。この構造的乖離こそが、ポイント

経済圏が長期的な顧客ロイヤルティを獲得できず、制度疲労や離脱を招きやすい理由の 1 つ

であると考える。 
Oliver が提示したロイヤルティモデルは、顧客ロイヤルティが「認知（cognitive）→ 感

情（affective）→ 意欲（conative）→ 行動（action）」という 4 段階を経て発達する心理的

プロセスとして整理されている。第 1 段階の認知ロイヤルティは、製品・サービスに関する

知識や合理的評価に基づく初期的な選好を指す。第 2 段階の感情ロイヤルティでは、利用

経験を通じて形成される好意や満足といった情緒的反応が中心となる。第 3 段階の意欲ロ

イヤルティは、行動に向かう強い志向性や「次もこのブランドを選びたい」という持続的な

意欲を特徴とし、単なる意図を超えた行動準備状態を意味する。最終段階の行動ロイヤルテ

ィは、実際の反復購買や継続利用として具体的な行動に現れることになる。 
このモデルが示唆するのは、ロイヤルティとは単なる反復行動ではなく、態度的コミット

メントが段階的に深化することで成立するという点である。したがって、外発的報酬によっ

て短期的に行動を誘発するだけでは、感情ロイヤルティや意欲ロイヤルティといった上位

段階の形成にはつながらず、真のロイヤルティは成立しないのである。 
ポイント制度は、還元率や特典条件の変更に対してユーザーが敏感に反応するという特



昭和女子大学現代ビジネス研究所 2025 年度紀要 
＜論文＞                           

6 

性を持つ。これは、外発的報酬に依存した行動ロイヤルティが持続性に欠け、制度変更や競

合サービスの誘因強化によって容易に行動が変化することを意味する。すなわち、ポイント

制度は行動ロイヤルティを短期的に創出する一方で、上位段階のロイヤルティを育成する

仕組みに乏しいため、制度疲労や離脱が発生しやすい構造を内包している。 
さらに、ポイント制度の複雑化はロイヤルティ形成の初期段階である認知ロイヤルティ

を阻害する。支配的企業内における複数サービスの連携条件や多段階の特典要件は、制度の

理解するにあたり高い認知負荷を課し、ユーザーが価値を早く正しく認識することを困難

とする。その結果、制度への信頼や好意が十分に形成されず、感情ロイヤルティへの移行が

妨げられる結果となる。 
以上より、ポイント制度は Oliver のロイヤルティモデルが示すロイヤルティの本質的構

造と整合しないため、長期的な顧客維持や差別化戦略として限界を抱えているといえよう。

特に、外発的報酬に依存した行動ロイヤルティの偏重は、制度疲労、UX 複雑化、誘因効果

の希薄化といった問題と相互に作用し、制度全体の持続可能性を低下させる要因となって

いる。 
 

2-2-2 UX と ISO 定義 
 ポイント制度は顧客ロイヤルティを高めるインセンティブとして広く普及してきた。日

本では支配的企業による経済圏の形成が進み、企業間の囲い込み競争が激化している。5こ

れらの制度はユーザーの購買行動を誘導し、企業の収益向上に寄与する一方で、制度の複雑

化や疲弊といった課題も抱えている。 
UX について安藤（2013）は、ISO 9241-210 の定義を引用しつつ、UX を「製品・シス

テム・サービスの利用、または予想される利用によって生じる人々の知覚と反応」と説明し

ている。UX は従来のユーザビリティ（使いやすさ）を包含しつつ、利用前の期待や継続利

用を含む長期的な観点からユーザー体験を捉える概念へと拡張されている 6。この拡張され

た定義の概念がこれからのいろいろな制度設計に影響を与えて行くであろうと考えられる。 
 

2-2-3 UX の複雑化による社会的影響 
ポイント経済圏はこれまで、企業にとって顧客ロイヤルティを高める有効な手段として

機能してきた。しかし制度設計が高度化・複雑化するにつれ、UX に負の影響を及ぼす可能

性が高まっている。特典付与条件が複数サービスの同時利用や特定の操作手順を要求する

ことで、ユーザーが理解すべき情報量が増大し、認知負荷が著しく高まることになる。 
このような UX の複雑化[表 1]7は、制度利用に伴う心理的・時間的コストを増加させ、

 
5 「決済・ポイント実態調査」NRI（2015）p.30 では主要な共通ポイント（楽天・d ポイント・Ponta・

Vpoint）の加盟店では、そのポイント会員の 44%～61%の人が同じポイントがたまる決済手段を選ぶ

との調査結果が掲示されている。 
6 ISO の定義が利用者の使いやすさに言及されていることで利用者に使いやすい制度設計が期待できる。 
7 ポイント関連に関する複雑化の要因についての表を作成。 
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ユーザーの混乱や制度離脱を招く要因となる。また、企業側の囲い込み戦略が優先されるあ

まり、ユーザー中心の設計が軽視される傾向がある。結果として、制度を使いこなせる一部

のユーザーにのみメリットが集中し、制度全体の公平性やアクセシビリティが損なわれる。 
以上の点から、ポイント経済圏における UX の複雑化は単なる操作性の問題にとどまら

ず、すべての人が使えるデジタル環境や社会的公正の観点からも重要な課題である。今後の

制度設計においては、ユーザーの認知特性や利用行動に基づく UX の再設計が不可欠であ

り、企業の囲い込み戦略とユーザー中心設計のバランスを再考する必要があると考えられ

る。 
[表 1] UX の複雑化の内容 

 
状況 ＵＸの複雑化の内容 

複数ポイントの管理 
複数のポイントが存在するため、残高・有効期限・利用可

能店舗を個別に確認する必要がある 

利用条件の複雑さ 
「期間限定ポイント」「特定店舗のみ利用可」「キャンペ

ーン対象外」など利用できる場面が限定され使いにくい 

アプリ・サービスの分散 
貯めたポイントを利用するには別のアプリのインストール

や連携が必要で操作が煩雑になる 

還元率の変動 
キャンペーンによってポイント還元率が頻繁に変わり自分

にとって何が得かを判断するのが難しい 

ポイント交換・統合の手続き 
経済圏をまたいだ交換が可能でも、手続きが複雑で途中で

あきらめるユーザーがいる。 

事象より筆者作成 

 
３．ポイント制度の複雑性と認知負荷 
3-1 認知負荷理論に基づくポイント制度の複雑性 
ポイント経済圏における UX 複雑化の問題を理解するためには、Sweller（1988）によっ

て提唱された認知負荷理論（Cognitive Load Theory: CLT）が有効な分析枠組みとなる。認

知負荷理論は、人間のワーキングメモリ容量には限界があり、情報処理が過剰になると学習

や意思決定の効率が低下することを示している。この理論は教育工学の分野で発展してき

たが、近年ではデジタルサービスの UX 設計や消費者行動研究にも応用されている。 
認知負荷理論は、認知負荷を内在的負荷（intrinsic load）外在的負荷（extraneous load）

関連的負荷（germane load）の 3 つに分類する。ポイント制度の複雑化は、このうち外在

的負荷を増大させる点で問題が存在する。外在的負荷とは、課題遂行に本質的ではない情報

処理の負担を指し、設計上の不備や不必要な複雑性によって生じている。ポイント制度にお

ける複雑な特典条件や多段階の利用要件は、制度そのものが本質的に持つ情報量の多さに

起因するため、内在的負荷を高める要因となる。一方で、複数アプリの併用や画面遷移の煩
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雑さといった設計上の要因は、本質的価値とは無関係にユーザーの情報処理を妨げる外在

的負荷として作用する。したがって、ポイント制度の複雑化は、内在的負荷と外在的負荷の

双方を増大させる構造的問題を内包しているといえよう。 
例えば、ユーザーが最大還元を得るためにどのサービスをどの順序で利用すべきかを判

断する際、ワーキングメモリには複数の条件、還元率、利用タイミングなどの情報が同時に

保持される必要がある。これらの情報量の多さ自体は制度が本質的に持つ複雑性に由来す

るため、内在的負荷を高める要因となる。一方で、これらの情報を複数アプリ間の移動や煩

雑な手順の中で参照しなければならない点は、設計上の複雑性に起因する外在的負荷とし

て作用する。したがって、ポイント制度の利用判断には、内在的負荷と外在的負荷が重層的

に作用し、ワーキングメモリの容量を圧迫することで、制度理解や最適行動の選択を困難に

していることであろう。 
さらに、認知負荷理論の観点からは、ポイント制度の複雑化がユーザー間の利用格差を拡

大する状況も説明できる。デジタル操作に慣れたユーザーは複雑な条件を効率的に処理し、

制度のメリットを最大化できる一方で、認知資源に制約のある高齢層や初心者ユーザーは、

外在的負荷の増大によって制度の利用を断念しやすい。これは、すべての人が使えるデジタ

ル環境を整えるという観点から見ても問題であり、デジタルサービスの公平性を損なう要

因となると考えられる。 
以上の点から、ポイント経済圏における UX 設計の複雑化は、認知負荷理論の観点からも

問題があると考えられる。したがって、ポイント付与における制度設計においては、外在的

負荷を最小化し、ユーザーが本質的な価値に集中できるような情報構造や操作フローを構

築することが求められる。すなわち、ポイント制度の再設計には、単なる利便性向上にとど

まらず認知科学に基づくユーザー中心設計の導入が不可欠であると考えられるのである。 
 

3-2 制度疲労の理論的整理 
ポイント制度の複雑化は、ユーザーの制度理解や利用行動に負荷を与えるだけでなく、長

期的には「制度疲労（loyalty fatigue）」と呼ばれる現象を引き起こす。制度疲労とは、ロイ

ヤルティプログラムの利用に伴う心理的・行動的負担が蓄積し、インセンティブに対する反

応が低下する状態を指す概念である。行動経済学の観点からは、選択肢過多による意思決定

の困難（choice overload）、将来価値の割引（hyperbolic discounting）、制度の不確実性に

よる信頼低下などが制度疲労の主要因として指摘されている。 
ポイント制度は本来、ユーザーに遅延的な利益（future reward）を提供する仕組みであ

るが、ポイント失効、還元率改定、条件変更といった制度の不安定性が蓄積すると、ユーザ

ーは将来価値を過小評価し、即時割引などの直接的な価格調整を選好する傾向が強まる。ま

た、複数の経済圏が併存する環境では、制度間の比較や最適選択に伴う認知負荷が増大し、

これが制度疲労の進行を加速させる。その結果、制度疲労が高まることで、ポイント制度全

体に対する信頼や利用意欲が低下することとなる。 
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さらに、制度疲労はロイヤルティ形成の阻害要因としても機能する。Oliver のロイヤル

ティモデルに照らせば、制度疲労は「認知ロイヤルティ」の形成を妨げるだけでなく、「感

情ロイヤルティ」や「意図ロイヤルティ」の深化を阻害し、結果として行動ロイヤルティの

持続性を低下させる。制度疲労が進行すると、ユーザーはポイント制度を「複雑で不確実な

仕組み」と認識し、その結果、制度全体からの離脱や利用頻度の低下が生じることになる。 
以上ことから、制度疲労はポイント経済圏の持続可能性を脅かす重要な要因であり、UX 

の複雑化と密接に関連する構造的問題であると考えられるのである。 
 

3-3 企業側の費用構造と制度的硬直性 
ポイント制度は消費者に対する誘因として機能する一方で、企業側にとっては将来の値

引き義務を伴う契約負債として会計上認識される。このため、ポイント発行量の増加は企業

の費用構造に直接的な影響を与え、制度運営の柔軟性を制約する要因ともなる。特に、競争

環境が激化する中で還元率を引き上げることは、短期的には顧客獲得効果をもたらすもの

の、中長期的には費用負担の増大と利益率の低下を招く。 
また、ポイント制度は一度導入すると容易に縮小や撤退ができないという制度的硬直性

を有する。還元率の引き下げや条件変更は、ユーザーの反発を招き、ブランド価値の毀損に

つながる可能性があるため、企業は制度の見直しに慎重にならざるを得ない。こうした硬直

性は、制度疲労が進行する状況においても、企業が誘因強化を続けざるを得ないという負の

スパイラルを生み出す要因となる。さらに、複数の経済圏が競合する市場では、名目価格を

維持したまま実質価格を調整する競争が続くため、企業は誘因強化に伴う費用増大と誘因

効果の希薄化というジレンマに直面をする。ユーザーが複数経済圏を併用する状況では、企

業が投入した誘因が他社の経済圏に流出する誘因の外部性も発生し、費用対効果はさらに

低下を招くことになる。 
以上のことから、企業側の費用構造と制度的硬直性は、ポイント経済圏の持続可能性を制

約する重要な要因であり、ユーザー側の制度疲労と相互に作用しながら制度全体の限界を

形成しているといえよう。 
以上本章では、ポイント経済圏が抱える構造的限界を、認知負荷理論、制度疲労、企業の

費用構造という 3 つの観点から理論的に検討した。まず、3-1 では、ポイント制度の複雑化

がユーザーの認知負荷を増大させ、制度理解や最適行動の選択を困難にすることを示した。

特に、複数サービスの連携条件や多段階の特典要件は外在的負荷を高め、UX の質を低下さ

せる要因となっている。 
次に、3-2 では、制度疲労の概念を用いて、ポイント制度が長期的に消費者の心理的負担

を蓄積させるメカニズムについて整理をした。制度の不確実性、選択肢過多、将来価値の割

引といった要因は、ロイヤルティ形成の阻害要因として作用し、ポイント制度への信頼や利

用意欲の低下を招くことになるであろう。制度疲労は、UX 複雑化と相互補強的に作用し、

消費者側の限界を顕在化させるのである。 
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さらに、3-3 では、企業側の費用構造と制度的硬直性に着目し、ポイント制度が企業にと

って持続的な負担となる構造を明らかにした。ポイント発行は将来の値引き義務として契

約負債を形成し、還元率競争の激化は費用増大と誘因効果の希薄化を同時に引き起こす。ま

た、制度変更の困難さは企業の柔軟な戦略転換を阻害し、誘因強化のスパイラルを生み出す

要因となるであろう。 
以上の考察から、ポイント経済圏の限界は、ユーザー側の心理的・認知的負荷と、企業側

の費用構造・制度的硬直性が相互に作用することで生じる複合的な問題であることが明ら

かとなった。すなわち、ポイント制度の持続可能性は、単なる外部環境の変化だけではなく、

制度そのものが内包する構造的要因によって制約されているとの認識である。 
次章では、これらの理論的検討を踏まえ、ポイント制度の再設計に向けた制度的・UX 的

示唆を提示し、持続可能な経済圏構築の方向性について考察する。 
 
４．ポイント制度の再設計に向けた制度的・UX 的示唆 
本章では、前章までの理論的検討を踏まえ、ポイント経済圏が抱える構造的限界を克服す

るための制度設計上の示唆を提示する。公共料金や税金の支払いは、日常生活では必ず発生

する定期的な支出であり、事業者にとっては継続的な利用が見込める決済領域である。この

ため、各経済圏の事業者は、これらの支払いを自社の決済サービスに取り込むため、ポイン

ト付与を積極的に行ってきた。しかし、公共料金や税金の決済手数料は、一般の商取引に比

べ低く設定されており、事業者が得られる収益は限定的である。その結果、ポイント付与の

原資確保が経営的な負担となり、楽天ポイントや d ポイントにおける、公共料金や税金の

支払いに対するポイント付与率は当初より縮小され、制度の後退が見られるようになった。

このような状況は、企業側の費用構造の制約が制度運営に影響を及ぼし、制度疲労の一因と

なっていることを示す事例であると言えよう。 
ついては、以下で、企業側の費用構造と制度的硬直性、ユーザー側の認知負荷および制度

疲労という二側面を統合的に捉え、持続可能なポイント制度のあり方を検討する。 
 

4-1 外在的負荷を低減する UX 再設計 
3 章で示したように、ポイント制度の複雑化は外在的認知負荷を増大させ、制度理解や利

用意欲を低下させる要因となっている。したがって、制度設計においては、ユーザーが制度

全体を容易に理解し、負担なく利用できる UX の再構築が不可欠であると考える。 
（1）条件設計の簡素化 

複数サービスの併用を前提とした多段階の還元条件は、ユーザーの認知負荷を著しく

高める。実際、楽天の SPU（スーパーポイントアッププログラム）では、楽天カード、

楽天モバイル、楽天銀行、楽天証券など複数サービスの利用状況に応じて還元倍率が変

動する仕組みが採用されており、条件改定も頻繁である。同様に、PayPay や d カード

特典も多段階条件型の典型例であり、制度の把握には相当の負荷が生じているであろ
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う。これらの状況は、還元条件の多層化が UX を複雑化させていることを端的に示す事

例である。事業者には、還元条件をわかりやすく階層化し、利用頻度や支出額に応じた

単純で直感的なスキームへと再構成することが求められる。特に、還元率の算定方法や

ポイントの付与基準を明確化し、ユーザーが制度の全体像を把握しやすい設計をする

ことが望ましい。 
（2）情報提示の透明性向上 

還元率、失効期限、利用条件などの情報が複数の画面やアプリに分散している現状は、

ユーザーの理解を妨げる要因となっている。これらの情報を統一的な UI（User 
Interface）で提示し、制度の全体構造を一目で把握できるようにすることが重要であ

り、特に視認性・操作性の改善は、制度の公平性を高める上でも不可欠である。 
（3）即時性の高いインセンティブの導入 

制度疲労の一因である「遅延的報酬への不信」を軽減するため、即時割引や即時ポイン

ト付与など、利用直後に価値が実感できる仕組みを強化することが有効である。即時性

の高いインセンティブは、制度の理解容易性を高めるだけでなく、ポイント利用による

消費行動の活性化にも寄与することになるであろう。 
 

4-2 制度疲労を抑制するインセンティブ設計 
制度疲労は、ポイント制度の持続可能性を脅かす重要な要因である。これを抑制するため

には、制度の予見可能性と信頼性を高め、ユーザーの心理的負担を軽減する設計が求められ

る。 
（1）制度の予見可能性の確保 

還元率や条件変更を頻繁に行うことは、制度への信頼を損なうことになる。制度変更の

際には十分な告知期間を設け、変更理由や影響範囲を明確に説明することで、制度の透

明性と予見可能性を高める必要がある。現在、企業の費用負担軽減とみられる制度変更

（サービスの低下）が散見されている。制度の安定性は、長期的なロイヤルティ形成に

おいて不可欠であると考える。 
（2）ポイント失効ルールの見直し 

短期間でのポイント失効は、制度疲労を加速させる要因となる。失効期限の延長や、少

額ポイントの自動利用、失効前のリマインド通知など、ユーザーの心理的負担を軽減す

る仕組みが求められる。これらの対策により、制度への信頼性が向上し、ユーザーにお

ける利用継続意欲の維持につながることになるであろう。 
（3）感情ロイヤルティを育成する非金銭的価値の導入 

Oliver のロイヤルティモデルに照らせば、外発的報酬だけではロイヤルティは持続し

ない。ブランド体験、コミュニティ形成、社会貢献型ポイント（例：環境ポイント、地

域ポイント）など、非金銭的価値を制度に組み込むことで、感情ロイヤルティの形成を

促進し、制度疲労の抑制に寄与することも想定される。 
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4-3 企業側の費用構造を踏まえた持続可能な制度設計 
企業側の費用構造と制度的硬直性は、ポイント制度の長期的運営を制約する要因である。

これを克服するためには、費用対効果を高めつつ制度の柔軟性を確保する仕組みが必要と

なる。 
（1）ポイント発行量の最適化 

過度な還元競争は企業の費用負担を増大させる。利用データに基づくセグメント別の

還元設計や、利用頻度に応じた段階的インセンティブなど、費用対効果を高める仕組み

が求められる。特に、利用実績に応じた個別最適化は、費用削減と顧客満足度向上の両

立に寄与する有効な策と考えられる。 
（2）契約負債の管理と制度の柔軟性確保 

ポイント発行が契約負債として企業の財務に影響を与える点を踏まえ、ポイントの利

用促進策（例：即時利用、少額利用の自動化）を導入することにより、負債の長期滞留

を防ぐ必要があると考える。また、制度変更の困難さを軽減するため、段階的な制度改

定や利用者参加型の制度設計など、柔軟性を確保する仕組みも有効であると考えられ

る。 
（3）経済圏間の競争構造を踏まえた協調的設計 

複数経済圏が併存する状況では、誘因の外部性が発生し、企業の費用対効果が低下する。

複数経済圏の同時利用による弊害である。共通ポイントの相互運用や、地域ポイント・

環境ポイントとの連携など、協調的な制度設計が費用構造の改善に寄与する可能性も

あるであろう。これにより、企業単独での誘因強化に依存しない持続可能な制度運営が

可能となる。 
 

4-4 持続可能なポイント制度に向けた統合的視点 
以上の検討から、ポイント制度の持続可能性を高めるためには、①UX の簡素化、②制度

疲労の抑制、③企業の費用構造改善という 3 つの視点を統合的に捉える必要がある。ポイ

ント制度は単なる価格調整手段ではなく、企業とユーザーの双方に影響を与える制度的イ

ンフラである。したがって、制度設計においては、短期的な誘因強化ではなく、長期的な信

頼性・透明性・公平性を重視したアプローチが求められると考える。 
次章では、これらの示唆を踏まえ、ポイント経済圏の持続可能性に関する総合的なまとめ

を提示することにする。 
 
５．結論 
本研究では、日本におけるポイント経済圏の成熟と成長鈍化を背景に、企業側の費用構造

とユーザー側の制度疲労という二側面から、その構造的限界について理論的な検討を行っ

た。特に、名目価格を維持しつつ実質価格を調整するというポイント制度特有の二層構造が、

企業とユーザーの双方にどのような負荷をもたらし、制度の持続可能性を制約しているの
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かを明らかにした。 
まず、企業側の視点からは、ポイント発行が将来の値引き義務として契約負債を形成し、

還元競争の激化が費用構造の硬直化を招くことを示した。複数経済圏が併存する市場環境

においては、誘因の外部性が発生し、企業が投入したインセンティブが他社経済圏に流出す

ることで費用対効果が低下することになる。さらに、制度変更の困難さは企業の柔軟な戦略

転換を阻害し、誘因強化のスパイラル 8を生み出す要因ともなる。 
一方、ユーザー側の視点からは、ポイント制度の複雑化が認知負荷を増大させ、制度理解

や最適行動の選択を困難にすることを示した。複数サービスの連携条件や多段階の特典要

件は外在的負荷を高め、UX の質を低下させる。また、制度疲労の進行により、ユーザーは

遅延的報酬への信頼を失い、即時割引などの直接的な価格調整を選好する傾向が強まるこ

とになる。これらの心理的・行動的負担は、ロイヤルティ形成を阻害し、制度離脱や利用頻

度の低下を引き起こすことになるであろう。 
以上の分析から、ポイント経済圏の限界は、企業側の費用構造と制度的硬直性、ユーザー

側の認知負荷と制度疲労が相互に作用することで生じる複合的な問題であることが明らか

となった。言い換えれば、経済圏レベルの構造的課題は、個々のポイント制度の持続可能性

にも直結しており、制度は外部環境だけでなく内部構造によっても制約されているのであ

る。 
本研究の示唆として、制度設計においては、短期的な誘因強化ではなく、長期的な信頼性・

透明性・公平性を重視したアプローチが求められる。具体的には、UX の簡素化、制度疲労

の抑制、企業の費用構造の改善という 3 つの視点を統合し、持続可能なポイント制度の再

構築を図る必要がある。これにより、企業とユーザーの双方にとって負荷の少ない、より健

全な経済圏の形成が期待される。 
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